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— 財務報告および関連する内部統制リスクを最重要業務とし、引き
続き注力する

— 税務の世界的な動向およびリスクを常に把握し、税務がESGの重
要な要素となったことを認識する

— 企業倫理およびコンプライアンスのより一層の重視にむけた支援
・指導をおこなう

— 監査品質を強化するとともに外部監査人に対する期待を明確に設
定する

— テクノロジーが経理・財務部門の人材、効率性、および価値向上
にどのような影響を与えるかを理解する

— 内部監査が会社の重要リスクに確実に焦点をあてられるよう働き
かける

— 監査委員会の時間効率の最大化に協力して取り組む

— 気候変動・ESG情報の開示に関する米国証券取引委員会 (SEC) の
規則制定活動をモニタリングし、関連する監査委員会の監視責任
を明確にする

KPMG Board Leadership Center

2022年度版
監査委員会の重要課題

2020年から2021年にかけて私たちが経験した危機は、テクノロジー変
革の加速から職場・事業モデル・経済において長く存在していた「ノ
ーマル」の刷新に至るまで様々な破壊を生んできた。企業の財務報告
プロセスやリスク・統制環境には、こうした危機や変化により大きな
負荷が掛かっている。このプレッシャーは、気候変動および環境・社
会・ガバナンス (Environment, Social, Governance, ESG) に関する報告
書の質的・量的改善に対する要求、サイバーセキュリティリスクおよ
びランサムウェア攻撃の増加、税務・規制環境の急速な変化、そして
コロナ禍の動向などの世界的なリスク環境に影響を与える要因を考慮
すると、今後も続く可能性が高い。

我々の独自の調査研究、知見、そして監査委員会や産業界のリーダ
ーとの意見交換を活かし、監査委員会が2022年度の重要課題を検討
・実行する際に留意すべき8項目を以下に提起したい。

財務報告および関連する内部統制リスクを最重要業務
とし、引き続き注力する

私たちが監査委員会メンバーと対話する中で明確になっていること
がある。それは、監査委員会がその中核的役割である監督責任（財
務報告および関連する内部統制ならびに内部・外部監査人の監督）
を超えて各種の検討テーマに対する主要なリスクを監視していくこ
とが、ますます困難になりつつあるという点だ。新たな重要課題 
(気候変動リスク、ESGリスクなど) は後述するが、多くの監査委員会
がこれまで検討してきたリスク (サイバーセキュリティリスクやIT
リスク、サプライチェーンリスクやそのほかの業務リスク、法令遵
守など) が、監査委員会の中核的な責任と同様に複雑性を増している。
監査委員会にはこれらの中核的な責任範囲外の主要リスクを監視す
るための時間と専門性はあるか、再評価されたい。たとえば、気候
変動・ESGに関する課題やサイバーセキュリティリスクは、取締役
会全体としてのより一層の取組みを必要とするテーマなのか、ある
いは個別の委員会が集中的に取り組むべき課題なのか。

2021年12月9日

コロナ禍による 2 年間にわたる危機と混乱を脱しつつある中、我々が実感し続けているのは、信頼と透明
性がいかに重要であるかということである。それは資本市場の機能にとってのみならず、顧客との関係
やブランド・評判、従業員の健康や福祉のためにも重要となる。株主や（近年では特に）より幅広い利
害関係者にとってその信頼性と透明性が立脚するところは、質の高い財務報告や開示に加え、企業がど
のようなストーリーを語るかという点である。そのため、監査委員会による監視の役割は、おそらくか
つてないほど重要で難しいものになりつつある。



気候変動・ESG情報の開示に関するSECの規則制定
活動をモニタリングし、関連する監査委員会の監視
責任を明確にする
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委員会の新規創設については、メリットとデメリットを慎重に検討す
べきである。しかし、財務、テクノロジー、リスク、サステナビリティ
またはそのほかの委員会によって取締役会の有効性が改善されるかど
うか、そして、取締役会はこれらの課題を監視するスキルセットを現
時点で有しているかどうか検討することは、リスク監視に関する健全
な議論となるであろう。

財務報告・会計・開示に対するコロナ禍の影響は2022年も引き続き
広がっていくため、会社の2021年度の10-Kおよび2022年度の提出書
類において注目すべき領域として、以下などが挙げられる。

— 予測と開示　コロナ禍および経済の先行きが不確実であることに
加え、財務諸表およびSECへの提出書類において将来予測的情報
の使用が増加したことから、コロナ禍に関連する開示は、引き続
き最大の注目を要する領域となる。同時に、サプライチェーンの
緊張により、財務予測はさらに困難となっている。監査委員会の
注意を必要とするおもな領域として、コロナ禍の現在のそして潜
在的な影響に関する開示 (リスク要因、経営者による財政状態およ
び経営成績の検討と分析 (MD&A)、流動性、経営成績、ならびに
既知の趨勢と不確実性)、将来予測キャッシュフローの見積りの作
成、のれんおよびそのほかの無形資産を含む非金融資産の減損、
公正価値を含む金融資産の会計処理、継続企業の原則、ならびに
Non-GAAP指標の利用などが挙げられる。企業に難しい判断が求め
られる中、規制当局は、企業がきちんとしたプロセスを経て判断
したことを文書として残すなど、十分な根拠に基づき判断しその
透明性を確保することの重要性を強調している。経営環境は長期
的にみて非常に流動的であり、判断、見積りおよび統制に生じる
変更点をより頻繁に開示することが必要となることも考えられる。

— 財務報告に係る内部統制と、内部統制の不備の調査　内部統制に
は、来年も引き続き厳しい目が向けられると考えられる。内部統
制の不備が特定された際には、経営者による「重大な欠陥ではな
い理由」の説明に満足することなくさらに調査をおこない、不備
の程度と原因に対するバランスの取れた評価を支援することが重
要である。監査委員会は経営者とともに、会社の内部統制環境に
対し新たな視点での見直しを定期的におこなっているか。内部統
制は、会社の経営、事業モデル、およびサイバーセキュリティリ
スクを含むリスクプロファイルの変化に対応しているか。経営者
は言うべきことを言い、取るべき行動をとっているか。

投資家、調査・格付け機関、アクティビスト、従業員および顧客な
どの企業を取り巻く関係者は、企業のサステナビリティへの取組み
に関し、より透明性があり質の高い情報を開示することを求めている。
多様性・公平性・包摂性 (diversity, equity, and inclusion, DEI) への
取り組みから企業の「パーパス」に至るまでの気候変動・ESGに関
するリスクおよび課題に対し、企業はどのように対処しているか。
また、従業員、サプライヤー、地域社会などの利害関係者の利益に
企業はどのような配慮をしているか。

気候変動・ESG情報の開示がSECの優先事項であることは明らかで
ある。2021年3月、SECは、執行部門に気候およびESGに関するタス
クフォースを設置することを発表した。このタスクフォースの焦点
は、企業が既存の開示要件に基づいておこなった気候変動リスクに

関する開示における重大なギャップや虚偽表示を特定することである。
SECは、「気候変動に関する情報への開示要求および現状の開示が
投資家に適切な情報を提供しているかについて提起されている疑問
を考慮し」、投資家およびそのほかの市場参加者に向けたパブリック
コメントの募集もおこなっている。さらに9月には、気候変動に関す
る開示を作成する際に企業が考慮すべき事項を示したサンプルレタ
ーを公表している。このサンプルレターは、気候変動が企業の事業
に及ぼす物理的影響 (有形資産への脅威など)、環境法規制が経営お
よび戦略に及ぼす影響、そして規制や環境配慮の趨勢による間接的
な影響に関する開示を要求するSECの2010年のガイダンスに基づい
ている。SECは、気候変動、人的資本管理 (多様性を含む) およびサ
イバーセキュリティリスクガバナンスに関する開示規則を2022年
初頭に提案する見込みである。これらの領域におけるSECの規則制
定活動をモニタリングすることは、これらの新たな義務への対応に
向けた経営者の準備に注目することと同様、監査委員会の優先事項
とすべきである。

このような環境下では、気候変動・ESGに関するより詳細な報告に
対する利害関係者の要求が高まることが予想される。監査委員会は、
会社のサステナビリティやESGに関する報告書・開示の範囲と品質
を再評価するよう、経営者に働きかけるべきである。この再評価に
は、同業他社との比較、さまざまなESG格付け機関 (特に自社の投資
家が利用している機関) が採用している方法・基準の検討、投資家
などの利害関係者の期待の把握、そしてESG報告の枠組みの自社に
対する適切性の検討などが含まれる。

しかし、重要な留意点として、会社の取り組みがESG格付けに関す
るものにとどまってはならない。気候変動・ESGに関するリスクと
機会を管理する方法や、それらが長期的な価値の創出に及ぼす影響
も考慮する必要がある。投資家は、どのような気候変動・ESGリスク
が会社の戦略・経営・財務状況に対する脅威となるか、企業にとって
戦略的に重要であるかを理解したいと考えている。企業は長期的な
戦略的課題としての気候変動およびESGにどのように取り組んでい
るか、また、長期的な業績および企業価値の創出を推進するために、
企業は、ESGをおもな事業活動 (リスク管理・戦略・経営・インセン
ティブおよび企業文化) にどのように組み込んでいるか。企業トップ
からの明確な声明と強いリーダーシップのほか、全社的な同意があ
るか。ある取締役は次のように述べている。「真の透明性は容易に
得られるものではなく、苦痛を伴うことも多い。しかし、本当の進
歩を遂げ、今日会社として説明責任を果たすためには、『自分のし
ている仕事を示す』こと、つまり、自社はどのような目標を設定し、
その目標を達成するために何をしているかを示すことが必要である」。

気候変動、ESG、およびDEIに関する会社の活動を監視することは、
取締役会およびそれに属する委員会にとってきわめて困難な作業で
ある。監査委員会が通常担う責任は会社の関連する開示を監視する
ことであり、それには、開示の枠組みの選定、開示する媒体の検討、
経営者の開示に関する統制および手続、第三者保証 (実施されている
場合) などが含まれる。また、監査委員会は、取締役会と監査委員会
の監視責任が明確になるよう、また、取締役会とその配下の委員会
の間におけるコミュニケーション・調整が効果的におこなわれるよ
う促す重要なきっかけとしての役割を果たすことも可能である。ESG
課題が関連する領域が単一の委員会にとどまらないということが急
速に認識されつつあり、監視責任もそれに応じて配分することが必
要となる。
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— 現在検討中の税務上の選択に関連するレピュテーションリスクに
対する会社の許容度を明確化するよう働きかけ、コーポレートガ
バナンスの枠組みおよび関連する内部統制がそのリスクの最小化
やサステナビリティスコアの改善に向けてどの程度整備されてい
るか評価する。

— どの程度の報告をおこなえば「税の透明性が高い」とみなされる
かについて一致した見方がない状況を踏まえ、税の透明性に対す
る適正なアプローチの設定を支援する。利害関係者の期待、関連
する基準、規制当局、そして税の透明性に関する同業他社の開示
を検討することが経営陣には必要となるであろう。

— 進化しつつある税務環境における不確実性と複雑性は今後数年の
うちに会社に多大な影響をもたらす可能性があるため、それらが
引き起こすリスクを把握する。

税務の世界的な動向およびリスクを常に把握し、税
務がESGの重要な要素となったことを認識する

企業の中でも特に多国籍企業にとって、今日の世界的な税務環境を
表す言葉は「混乱」と「不確実性」である。米国ではバイデン政権
により、巨大企業の会計上の所得に対する最低税率の適用や国外で
稼得された所得への増税などを含む大規模な税制改革が提案されて
いる。世界規模では経済協力開発機構 (OECD) が、各国市場における
消費者向けの販売およびサービスに対する課税権を拡大するための
世界的な税制改革について、米国を含む140の国や地域のコンセンサ
スを得るための取り組みを主導している。OECDはまた、世界的な最
低税率を確立するための各国間の取り組みも主導している。10月、G20
首脳は、15%の世界的な最低法人税率を含み、2023年の規則実施を
目指すOECDによる改革の取り組みに対し、支持を表明した。これら
の規則の設計に関しては多くの詳細がまだ合意されておらず、OECD
において達成された政治的コミットメントを国内法への採択を通じ
て法的拘束力のあるコミットメントに転換できるかどうかについて
は不確実性が残っている。

大規模な世界的な税制改革の可能性に加え、ESG目標の推進力として
の租税政策とサステナビリティの尺度としての税負担に対し、引き
続き注目が高まっている。多くの企業が税務慣行に関するガバナンス
を検討するとともに、税の透明性に対するアプローチの評価や、ESG
目標を推進するために利用可能なインセンティブの検討をおこなっ
ている。

税務はESGの重要な要素にもなりつつある。利害関係者は企業が持
続可能な方法で税務を実行することを期待しており、良好な税務ガ
バナンスおよび「公正な負担額 (fair share)」の支払いをその尺度と
している。多くの利害関係者は、企業の税務アプローチ、納税額お
よび納税先を一般に開示することが持続可能な税務慣行の重要な要
素であると考えている。

このような環境下では、監査委員会が少なくとも以下の3つの領域で
経営者と協力することが重要である。

企業倫理およびコンプライアンスのより一層の重視
にむけた支援・指導をおこなう

企業倫理あるいはコンプライアンス上の過ちによる風評被害の代償
は、特に従業員の経済的困窮、経営者に対する財務目標達成のプ
レッシャー、そしてサイバー攻撃に対する脆弱性の増大によって不
正リスクが高まっていることから、過去に例がないほど深刻である。
有効なコンプライアンスプログラムに欠かせないものとは、企業が
打ち出す価値観、倫理観、法令遵守へのコミットメントを含む、企
業トップの正しい姿勢や組織全体の文化である。これは、複雑な事
業環境において、また、企業が現状を革新し、新市場における事業
機会を掴むため迅速に行動し、新たな技術やデータを活用し、複雑
化するサプライチェーン全体にわたりより多くのベンダーや第三者
組織と取引をおこなうようになった中、より不可欠となっている。

結果だけでなく、行動様式や識別された課題によりフォーカスし、企
業トップの姿勢および組織全体の文化を注意深く監視することが必
要となる。上級管理職は、特に、従業員に対する (職場および家庭
での) 継続的なプレッシャー、従業員の健康と安全、生産性、関与と
士気ならびに在宅勤務形態の標準化に敏感か。2020年から2021年に
かけて経験した事象から学んだとおり、リーダーシップとコミュニ
ケーションが鍵となるとともに、理解、透明性、そして共感がこれ
まで以上に重要となる。

会社は、構成員が正しいことをおこなうための安全な環境を整えて
いるか。会社の規制に対するコンプライアンスや監視プログラムが
最新のものになっているか。世界的なサプライチェーンの監視がす
べての業者を対象としているか。高い倫理基準への企業の期待が明
確に伝達されているか。

さらに、会社の内部通報手段および調査プロセスの有効性に焦点を
あてる。監査委員会は、内部通報者からのすべての通報に目を通し
ているか、通報された事象の解決方法について情報を入手している
か、また、趨勢の把握に資する情報を受け取っているか。監査委員
会へ最終的に報告される内部通報を決定するプロセスは整備されて
いるか。また今日、ソーシャルメディアによって劇的に透明性が確
保されることとなった結果、企業文化や価値、誠実性に対するコミ
ットメント、法的コンプライアンスおよび企業のブランドの評判が
白日のもとにさらされていることに留意したい。
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— 経理・財務部門ではどのようにデータ＆アナリティクス (D&A) や
人工知能を用い、より精度の高い予測や有効な資源配分をおこな
うのか理解する。経理・財務部門は、企業のD&Aに関する重要課
題を指導するという観点において、そしてブロックチェーンや仮
想通貨といった新たな取引に関連した技術の影響を検討するうえ
で、取り組みやすい立場にある。過去のデータ分析の完全な自動
化への進展にともない、組織の分析能力は、真の価値をもたらす
重要な機会となる予測型分析を含むよう、進化すべきである。

— 経理・財務部門は強力な分析ならびに戦略的思考能力を従来型
の財務報告、会計および監査スキルと結びつけることになるため、
組織の人材とスキルセットもそれに応じて変化させなければなら
ない。経理・財務部門は進化するニーズに応えるうえで、必要な
人材・スキルを惹きつけ、育成し、雇用維持しているか。これは、
現在の労働力不足の環境では引き続き困難な課題となっている。
このような環境下では、監査委員会が財務業務における変革
戦略を理解するために十分な時間を費やすことが不可欠である。

— 財務業務の多くはデータ収集によるものという事実認識のもとで、
ロボティクスやクラウド技術を活用した手作業の最少化と自動化、
コスト削減や業務効率の向上を達成するための組織的な計画とは
何か。このような技術にはどのようなリスクがあるか、それらの
リスクはどのように対処され、軽減されているか。

テクノロジーが経理・財務部門の人材、効率性、およ
び価値向上にどのような影響を与えるかを理解する

多くの企業が実施しているデジタル戦略およびデジタルトランスフ
ォーメーションの加速は、経理・財務部門に影響を及ぼすとともに、
経理・財務部門が自己改革をおこない、事業にさらなる価値を付加
するための重要な機会ともなっている。そこで、監査委員会がこの
領域における財務業務の取り組みを監視・支援するにあたり、3つの
重点領域を提起したい。

監査品質を強化するとともに外部監査人に対する期待
を明確に設定する

監査品質は、外部監査人に対してトーンを定め明確な期待を示すと
ともに、頻繁かつ質の高いコミュニケーションと厳密な実績評価を
通じて業務遂行の監視に全力で取り組んでいる監査委員会によって、
より高められる (監査品質センター (CAQ) の外部監査人評価ツールを
参照)。企業が役職員の出社を再開しつつあることから、また、2021
年度監査ではさまざまな側面がリモートで実施されると考えられる
ことから、外部監査人に対する期待を明確に定めるとともに、質の
高いコミュニケーションを頻繁におこなうことは不可欠である。

2022年度の外部監査人への期待を設定する際には、リモート勤務下
での監査が初めておこなわれた2021年度に得た教訓を考慮されたい。
監査委員会は、次のことを監査人と議論すべきである。2022年度監
査ではどのような側面をリモートで実施するか、またどのような側
面を2021年度とは異なる方法で実施するか。2021年度に有効だった
ものは何か、2022年度の効率性改善につながる機会は何か。リモー
トでの作業により、監査にはどのような複雑性が加わるのか。会社
の財務報告および関連する内部統制リスクはどのように変化したか。

2022年度の年次監査および期中財務諸表のレビューを順調に実施す
るため、監査人はどのような計画を立案しているか。

監査人と監査委員会との間では、ルール上必須とされる水準に止ま
ることなく、オープンかつ率直なコミュニケーションを高頻度でお
こなうことについて明確な期待水準を設定するべきであろう。必要
なコミュニケーションのリストは、監査人の独立性に関する事項の
ほか、監査の計画および結果に関する事項など、多数の事項を記載
した広範なものとなる。ルール上必須とされる水準を超えて対話を
おこなうことにより、監査委員会による監視を、特に会社の文化、企
業トップの姿勢、経理・財務部門の人材の質に関して強化すること
ができる。

監査委員会は、監査法人による新しいIT技術の導入を含む持続的な
監査品質向上の取り組みを推進する監査品質管理システムについて
も調査する必要がある。監査法人内部の品質管理システムに関して、
外部監査人と協議をおこなう場合には、公開会社会計監査委員会 
(PCAOB) による調査や内部検査の結果および不備事項に対する対応
の取り組みを考慮する必要がある。また監査品質はチームとして取
り組む事項であり、外部監査人・監査委員会・経営者を含めたプロ
セスにかかわるメンバー全員のコミットメントと関与が要求される
ということを念頭に置く必要がある。
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— 監査委員会は委員会業務を支援するために必要なリソースや視点
を活用しているか。

— 監査委員会は監視業務の大部分を監査委員会委員長に担わせるこ
となく各メンバーに配分することにより、業務負荷を分散させて
いるか。監査委員会は委任されたすべての問題を監視できる専門
性を有しているか。

— 問題の全体像を把握するため、会議以外の場でも経営者や監査人
と十分な時間を過ごしているか。

監査委員会の時間効率の最大化に協力して取り組む

有効性の確保には、効率性の追求が必要である。冒頭で述べたよう
に、監査委員会の重要課題を財務報告および関連する内部統制リス
クに集中させることは、監査委員会の有効性にとって不可欠である。
しかし、業務負荷の課題に対応するには効率性も必要である。質の
高い事前資料 (およびそれらの事前の通読) を要求すること、定例の
業務や報告を1つの議題項目にまとめる「コンセントアジェンダ」を
利用すること、また、財務報告やコンプライアンス活動が「定例プ
ロセス」となるように満足できる水準について経営者や監査人と合
意を形成する(それにより、事業が直面するより実質的な課題のため
に時間を解放する) ことなどにより、監査委員会の会議を効率化する
ことが推奨される。加えて、以下の重要な質問を定期的に検討され
たい。

また、委員会の構成、独立性、およびリーダーシップについても、厳
しく率直な検討をおこなうべきである。新たな視点やより深い (また
は別の) スキルセットも必要であるかもしれない。

内部監査が会社の重要リスクに確実に焦点をあてられ
るよう働きかける

内部監査計画はリスクに基づき、変化する事業やリスク状況に適用
可能、かつ十分柔軟に対応可能なものか。これは、監査委員会が内
部監査担当役員に問うことが増えている (または問うべき) 質問であ
る。世界的なパンデミックは、2020年を迎えるにあたっては、内部
監査部門の潜在的リスクイベントのリストになかったかもしれない。
しかしながら、我々の最近の調査に回答した監査委員会メンバーは
おおむね、自社の内部監査人は、経営者によって更新されたリスク
評価とそれらのリスクに対する経営者の是正計画や内部統制のレビ
ューへと効果的に移行することができたと述べている。

今後、監査委員会は、内部監査担当役員や最高リスク責任者と協力
し、企業の評判や戦略、および経営にもっとも大きな脅威を引き起
こす重要なリスク (企業トップの姿勢や企業文化、法令遵守、インセ
ンティブの構造、サイバーセキュリティ、データプライバシー、ESG
リスク、世界的なサプライチェーンおよびアウトソーシングのリス
クなど) を識別し、内部監査がこれら主要リスクおよび関連する内部
統制に確実に焦点をあてられるよう、働きかけるべきである。次の
ことを再度問いかけ、確認されたい。監査計画はリスクに基づき柔
軟に対応可能なものであるか、変化する事業やリスク状況に適用可
能なものであるか。経営環境にどのような変化があったか。デジタ
ルトランスフォーメーションや調達・外部委託・販売・流通チャン
ネルといった外部組織によってどのようなリスクが引き起こされる
か。企業は安全性・製品の品質・コンプライアンスにかかわる問題
の前兆に敏感か。内部監査は企業文化を監査するうえでどのような
役割を担うべきか。

期待を明確にし、内部監査が成功するためのリソース・スキル・専
門性を保持しているかを確認するための助言をおこない、さらにデ
ジタルテクノロジーが内部監査に与える影響について内部監査担当
役員が考え抜くことができるよう、支援すべきである。
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